
中小企業等に対するエネルギー利用最適化推進事業
令和3年度予算額 8.2億円（新規）

資源エネルギー庁
省エネルギー･新エネルギー部
省エネルギー課
03-3501-9726

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

事業イメージ

事業目的・概要

 エネルギー利用最適化診断や地域プラットフォームの構築など、中小企

業等のエネルギー利用最適化を推進するための支援を行います。

(1)エネルギー利用最適化診断事業・情報提供事業

中小企業等の工場・ビル等のエネルギー管理状況の診断、AIやIoT等

を活用した運用改善や再エネ導入等提案に係る経費の一部を国が支

援します。 また、診断事例の横展開、関連セミナーへの講師派遣も実

施します。

(2)地域のエネルギー利用最適化取組支援事業

省エネのみならず再エネ導入等も含むエネルギー利用最適化に向け、

中小企業等が相談可能なプラットフォームを地域毎に構築するとともに、

相談に係る窓口や支援施策などをポータルサイトに公開します。

成果目標

令和3年から令和7年までの5年間の事業であり、最終的には、

令和12年度の省エネ効果235.3万klを目指します。

（１）エネルギー利用最適化診断事業・情報提供事業

• 地域プラットフォーム構築事業

• プラットフォーム情報提供基盤構築事業

事業者・地方
公共団体等

国 民間団体等

民間団体等
（地域プラット
フォーム）

(1)エネルギー利用最適化診断事業・情報提供事業

国 民間団体等 事業者

補助
（定額）

補助
（定額）

補助
（定額）

(2)地域のエネルギー利用最適化取組支援事業

工場・ビル等のエネルギーの管理状況を診
断し、AIやIoTを活用して設備の運用改善
や高効率設備への更新に加え再エネ導入
の提案を行う。

【改善提案例】
・空調の運用改善
・照明の運用改善
・蒸気・温水用配管、バルブ等の保温対策
・再エネ設備の導入支援

エネルギー利用最適化診断

中小企業等にとって身近な相談先である自治体、金融機関、中小企業
団体等と連携し、多様な省エネ相談等に対応できるエネルギー関連の専
門家と経営専門家の双方よりエネルギーコストの削減や設備導入に係る
アドバイスが可能な体制を地域ごとに整備します。

（２）地域のエネルギー利用最適化取組支援事業

自治体 金融機関 中小企業団体等省エネセンター

情報の相互連携

●県地域
プラットフォーム

▲ブロック地域プラットフォーム

□市地域プラットフォーム

エネルギーに関する悩み・課題

商業ビル運営

介護施設医療機関

商店製造工場

コーディネーター

経営の専門家省エネの専門家

中小企業者への
省エネ指導

情報提供

・成功事例の横展開
・エネルギー利用最適化関連
のセミナーへの講師派遣

診断・情報提供等
補助（9/10）

地域プラットフォームから地域内の中小企業、自治体及び金融機関等に
省エネ等に関する様々な情報提供を行うとともに、他地域のプラットフォー
ムとの連携を行う。

省エネ取組支援
補助（9/10）


